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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　被処理水中の対象物質を吸着剤に吸着させる吸着処理手段と、
　該吸着処理手段で処理された被処理水を生物学的に処理する生物処理手段と、
　該吸着処理手段の被処理水に吸着剤を投入する吸着剤投入手段と、
　該生物処理手段における該被処理水の温度を測定し、該温度から該生物処理手段の能力
を見積る能力検知手段と、
　該能力検知手段で検知された該生物処理手段の能力に応じて吸着剤の投入量を調整する
投入量調整手段とを具備することを特徴とする水処理システム。
【請求項２】
　前記吸着処理手段を２段以上具備し、
　後段側の吸着処理手段で使用した吸着剤を前段側の吸着処理手段に移送する吸着剤移送
手段を具備することを特徴とする請求項１記載の水処理システム。
【請求項３】
　前記能力検知手段が、温度センサからの温度情報と、被処理水の各水温における水温－
処理能力関係式とから、前記生物処理手段の能力を見積る手段であることを特徴とする請
求項１または請求項２記載の水処理システム。
【請求項４】
　被処理水中の対象物質を吸着剤に吸着させた後に、該被処理水を生物処理する際に、該
被処理水に投入する該吸着剤の量を、該生物処理時における該被処理水の温度から見積ら
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れる該生物処理時における生物処理の能力に応じて調整することを特徴とする水処理方法
。
【請求項５】
　前記吸着を２工程以上で行ない、後工程側の吸着で使用した吸着剤を前工程側の吸着で
再使用することを特徴とする請求項４記載の水処理方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、水処理システムおよび水処理方法に関し、特に、食品工場、アルコール工場、
畜産施設等からの排出される、窒素、リンを高濃度に含む排水を処理するための水処理シ
ステムおよび水処理方法に関する。
【０００２】
【従来の技術】
排水中に含まれるアンモニア性窒素（ＮＨ4 －Ｎ）を除去する方法としては、
（ｉ）排水をｐＨ１０以上のアルカリ性にして瀑気し、アンモニア性窒素をアンモニアガ
スとして放出するエアストリッピング法、（ii）塩素ガスの酸化力でアンモニア性窒素を
窒素ガスに酸化する塩素注入法、(iii）無機イオン交換体にアンモニア性窒素を吸着させ
るイオン交換吸着法、（iv）亜硝化菌、硝化菌によりＮＨ4

+をＮＯ2
-、ＮＯ3

-に酸化（硝
化）し、さらに脱窒菌により窒素ガスとする生物学的硝化脱窒法、などがこれまでに提案
されている。
【０００３】
しかしながら、上述したアンモニア性窒素の除去方法のうち、（ｉ）エアストリッピング
法および（ii）塩素注入法は、使用する薬品の量が多く、処理コストが高くなるという問
題を有していた。また、（ii）塩素注入法は、処理水中の残留塩素の問題も有していた。
【０００４】
(iii）イオン交換吸着法は、処理時間の短さから近年、開発が進められており、ゼオライ
トによるアンモニア性窒素の選択的吸着性に着目した方法が、いくつか開示されている。
特開平６－２６９７７６号公報には、排水中のアンモニア性窒素を、吸着処理槽内のゼオ
ライトに吸着させる方法が開示されている。しかしながら、この方法では、ゼオライト自
身のアンモニア吸着容量が非常に少ないため、処理能力が不十分であるという問題があっ
た。
【０００５】
特開平１１－２３９７８５号公報には、ゼオライトのナトリウムイオン、カリウムイオン
の一部をマグネシウムイオンで置換した置換ゼオライトを用いる方法が開示されている。
この方法によれば、排水中のアンモニウムイオン濃度が３０ｍｇ／Ｌ以下の濃度であれば
、安定した処理が可能である。しかしながら、アンモニウムイオン濃度が３０ｍｇ／Ｌを
超える、特に１０００ｍｇ／Ｌ以上となると、置換ゼオライト単位質量あたりに吸着され
たアンモニウムイオンが少ない状態で吸着平衡に達してしまうため、置換ゼオライトが本
来有する吸着容量を効率よく使うことができず、置換ゼオライトの投入量が増え、処理コ
ストが高くなるという問題があった。
【０００６】
これに対して、（iv）生物学的硝化脱窒法は、処理コストが安いため広く普及している。
しかしながら、この方法では、排水の水温が１５℃以下になると、生物活性が低下し、処
理能力が低下するするため、処理時間を延ばす必要があった。このように、（iv）生物学
的硝化脱窒法は、その処理能力が温度に依存するため、安定した処理が難しいという問題
があった。
【０００７】
【特許文献１】
特開平６－２６９７７６号公報（第２－５頁）
【特許文献２】
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特開平１１－２３９７８５号公報（第２－６頁）
【０００８】
【発明が解決しようとする課題】
よって、本発明の目的は、水温によって処理能力が大きく変動することなく、低コストで
被処理水中の対象物質を除去できる水処理システムおよび水処理方法を提供することにあ
る。
【０００９】
【課題を解決するための手段】
　すなわち、本発明の水処理システムは、被処理水中の対象物質を吸着剤に吸着させる吸
着処理手段と、該吸着処理手段で処理された被処理水を生物学的に処理する生物処理手段
と、該吸着処理手段の被処理水に吸着剤を投入する吸着剤投入手段と、該生物処理手段に
おける該被処理水の温度を測定し、該温度から該生物処理手段の能力を見積る能力検知手
段と、該能力検知手段で検知された生物処理手段の能力に応じて吸着剤の投入量を調整す
る投入量調整手段とを具備することを特徴とするものである。
【００１０】
　また、本発明の水処理システムは、前記吸着処理手段を２段以上具備し、さらに、後段
側の吸着処理手段で使用した吸着剤を前段側の吸着処理手段に移送する吸着剤移送手段を
具備するものであることが望ましい。
　また、本発明の水処理システムにおいては、前記能力検知手段は、温度センサからの温
度情報と、被処理水の各水温における水温－処理能力関係式とから、前記生物処理手段の
能力を見積る手段であることが望ましい。
【００１１】
　また、本発明の水処理方法は、被処理水中の対象物質を吸着剤に吸着させた後に、該被
処理水を生物処理する際に、該被処理水に投入する該吸着剤の量を、該生物処理時におけ
る該被処理水の温度から見積られる該生物処理時における生物処理の能力に応じて調整す
ることを特徴とする。
【００１２】
　また、本発明の水処理方法は、前記吸着を２工程以上で行ない、後工程側の吸着で使用
した吸着剤を前工程側の吸着で再使用することが望ましい。
【００１３】
【発明の実施の形態】
以下、本発明を詳しく説明する。
（形態例１）
図１は、本発明の水処理システムの一形態例を示す概略構成図である。この水処理システ
ムは、被処理水の流入水量、ｐＨ等を調整する調整槽１０と、被処理水中の対象物質を吸
着剤に吸着させる第１の吸着処理装置１１および第２の吸着処理装置１２（吸着処理手段
）と、吸着処理装置で処理された被処理水を生物学的に処理する接触酸化装置１３（生物
処理手段）と、接触酸化装置１３で処理された被処理水の固液分離を行う加圧浮上分離装
置１４と、第２の吸着処理装置１２の被処理水に吸着剤を投入する吸着剤投入装置１５（
吸着剤投入手段）と、第２の吸着処理装置１２の被処理水に凝集剤を投入する凝集剤投入
装置１６と、第２の吸着処理装置１２で使用した吸着剤を第１の吸着処理装置１１に移送
する吸着剤移送装置１７（吸着剤移送手段）と、第１の吸着処理装置１１で使用した吸着
剤を回収する吸着剤回収装置１８と、吸着剤回収装置１８で回収された吸着剤を脱水処理
する吸着剤脱水装置１９と、接触酸化装置１３における被処理水の水温を測定する温度セ
ンサ２０（能力検知手段）と、温度センサ２０で測定された水温に応じて、吸着剤投入装
置１５からの吸着剤の投入量、吸着剤移送装置１７による吸着剤の移送量、吸着剤回収装
置１８による吸着剤の回収量等を調整する制御装置２１（投入量調整手段）と、調整槽１
０から第１の吸着処理装置１１へ被処理水を送液する被処理水供給装置２２とを具備して
概略構成されるものである。
【００１４】
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第１の吸着処理装置１１は、被処理水と吸着剤とを接触させる部分と吸着剤を沈降分離さ
せる部分とを有する吸着処理槽２３と、吸着処理槽２３内の被処理水を攪拌する攪拌装置
２４とを備えたものである。
同様に、第２の吸着処理装置１２は、吸着処理槽２５と、攪拌装置２６とを備えたもので
あり、第１の吸着処理装置１１で処理された被処理水が重力によって第２の吸着処理装置
１２へと流れるように、第１の吸着処理装置１１よりも低い位置に設置されているもので
ある。
【００１５】
接触酸化装置１３は、接触酸化槽２７と、この中に配置された、好気性微生物（汚泥）を
付着させる接触材２８と、接触酸化槽２７に空気を供給するブロアポンプ２９と、接触材
２８の下方に配置され、ブロアポンプ２９からの空気を接触酸化槽２７内に散気する散気
管３０とを備えたものである。
加圧浮上分離装置１４は、加圧によって被処理水内に発生した微細な気泡により被処理水
内の汚泥を浮上させ、被処理水を汚泥および処理水に分離するものであり、固液分離槽３
１と、固液分離槽３１内の被処理水を加圧する、加圧タンク、加圧ポンプ等の加圧手段（
図示略）と、浮上した汚泥を掻き取る、スクレーパー等の掻き取り手段３２とを備えたも
のである。
【００１６】
吸着剤投入装置１５は、複数の吸着処理装置のうち最後段の吸着処理装置へ吸着剤を投入
するものであり、吸着剤を貯留する貯留容器（図示略）と、吸着剤を第２の吸着処理装置
１２へ投入するための投入口（図示略）と、投入口に設けられた、吸着剤の投入速度（時
間あたりの投入量）を調整する調整機構（図示略）とを備えたものである。
同様に、凝集剤投入装置１６は、複数の吸着処理装置のうち最後段の吸着処理装置へ凝集
剤を投入するものであり、凝集剤を貯留する貯留容器（図示略）と、凝集剤を第２の吸着
処理装置１２へ投入するための投入口（図示略）と、投入口に設けられた、凝集剤の投入
速度（時間あたりの投入量）を調整する調整機構（図示略）とを備えたものである。
【００１７】
吸着剤移送装置１７は、第２の吸着処理装置１２の吸着処理槽２５の底に、凝集剤によっ
て凝集、沈降した吸着剤３３を若干の被処理水とともに回収し、第１の吸着処理装置１１
に供給するものである。吸着剤移送装置１７としては、例えば、スクリューポンプ、スネ
ークポンプ、ギアポンプ、カスケードポンプ、チューブポンプなどの中から、吸着剤３３
の粘性、濃度、量などに応じて適宜選択して用いることができる。
吸着剤回収装置１８は、第１の吸着処理装置１１の吸着処理槽２３の底に沈降した吸着剤
３４を若干の被処理水とともに回収し、吸着剤脱水装置１９に移送するものである。吸着
剤回収装置１８としては、例えば、スクリューポンプ、スネークポンプ、ギアポンプ、カ
スケードポンプ、チューブポンプなどの中から、吸着剤３４の粘性、濃度、量などに応じ
て適宜選択して用いることができる。
【００１８】
吸着剤脱水装置１９は、第１の吸着処理装置１１から回収された吸着剤から水を脱水し、
脱水による排水を調整槽１０に戻し、脱水された吸着剤を得るものである。吸着剤脱水装
置１９としては、ロール脱水方式の脱水機、加圧脱水方式の脱水機、真空脱水方式の脱水
機などを用いることができる。
温度センサ２０は、接触酸化装置１３における生物処理の能力の尺度の一つである、接触
酸化装置１３における被処理水の温度を測定するものである。
被処理水供給装置２２は、調整槽１０から第１の吸着処理装置１１へ被処理水を送液する
送液ポンプであり、被処理水供給装置２２としては、例えばマグネットポンプ、渦巻きポ
ンプ、ダイヤフラムポンプ、水中ポンプ、スクリューポンプ、スネークポンプ、ギアポン
プ、カスケードポンプ、チューブポンプなどを用いることができる。
【００１９】
制御装置２１は、処理部（図示略）と、インターフェース部（図示略）とを具備して概略
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構成され、温度センサ２０で測定された水温に応じて、吸着剤投入装置１５からの吸着剤
の投入量、吸着剤移送装置１７による吸着剤の移送量、吸着剤回収装置１８による吸着剤
の回収量等を調整するものである。
【００２０】
処理部は、温度センサ２０からの温度情報と、被処理水の各水温における接触酸化装置１
３の処理能力の測定結果に基づく水温－処理能力関係式とから、接触酸化装置１３の処理
能力を見積り、そして、吸着剤投入装置１５からの吸着剤の投入量（投入速度）、吸着剤
移送装置１７による吸着剤の移送量（移送速度）、吸着剤回収装置１８による吸着剤の回
収量（回収速度）等を決定し、調整するものである。
インターフェイス部は、吸着剤投入装置１５、吸着剤移送装置１７、吸着剤回収装置１８
、温度センサ２０等と、処理部との間を電気的に接続するものである。
【００２１】
なお、この処理部は専用のハードウエアにより実現されるものであってもよく、また、こ
の処理部はメモリおよび中央演算装置（ＣＰＵ）によって構成され、処理部の機能を実現
するためのプログラムをメモリにロードして実行することによりその機能を実現させるも
のであってもよい。
また、制御装置２１には、周辺機器として、入力装置、表示装置等が接続されるものとす
る。ここで、入力装置とは、ディスプレイタッチパネル、スイッチパネル、キーボード等
の入力デバイスのことをいい、表示装置とは、ＣＲＴや液晶表示装置のことをいう。
【００２２】
次に、図示例の水処理システムを用いた水処理方法について説明する。
この水処理システムの運転開始時には、まず、第２の吸着処理装置１２に、吸着剤投入装
置１５から吸着剤を、凝集剤投入装置１６から凝集剤を、それぞれ、第２の吸着処理装置
１２内に所定量投入する。ついで、調整槽１０にて流入水量、ｐＨ等が調整された被処理
水を被処理水供給装置２２によって第１の吸着処理装置１１に供給し、第１の吸着処理装
置１１から溢れた被処理水を、第１の吸着処理装置１１と第２の吸着処理装置１２との高
低差を利用して、第２の吸着処理装置１２に供給する。
【００２３】
ついで、第２の吸着処理装置１２に備えられた攪拌装置２６を作動させて、被処理水と吸
着剤とを第２の吸着処理装置１２内で接触させ、被処理水中の対象物質を吸着剤に吸着さ
せる。第２の吸着処理装置１２において所定時間、吸着処理を行った後、吸着剤移送装置
１７を作動させ、第２の吸着処理装置１２の吸着処理槽２５の底に、凝集剤によって凝集
、沈降した吸着剤３３を若干の被処理水とともに回収し、所定量の吸着剤を第１の吸着処
理装置１１に供給し、第１の吸着処理装置１１に備えられた攪拌装置２４を作動させて、
被処理水と吸着剤とを第１の吸着処理装置１１内で接触させ、被処理水中の対象物質を吸
着剤に吸着させる。
【００２４】
第１の吸着処理装置１１において所定時間、吸着処理を行った後、調整槽１０の被処理水
を被処理水供給装置２２によって第１の吸着処理装置１１に所定の供給速度で連続的に供
給し、連続運転を開始する。連続運転の際には、吸着剤投入装置１５から吸着剤を、凝集
剤投入装置１６から凝集剤を、それぞれ吸着処理装置１２内に所定の投入速度で連続的に
供給し、かつ第２の吸着処理装置１２から吸着剤を吸着剤移送装置１７によって回収し、
回収した吸着剤を所定の移送速度で第１の吸着処理装置１１に供給する。また、第１の吸
着処理装置１１から吸着剤を吸着剤回収装置１８によって所定の回収速度で回収する。こ
こで、吸着処理装置からの吸着剤の回収は、被処理水の混入量を極力減らすために、断続
的に行うことが好ましい。第１の吸着処理装置１１から回収された吸着剤を、吸着剤脱水
装置１９にて脱水し、排水を調整槽１０に戻し、脱水された吸着剤を得る。脱水された吸
着剤は、再利用または廃棄される。
【００２５】
連続運転の間、被処理水供給装置２２によって調整槽１０から第１の吸着処理装置１１に
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連続的に供給された被処理水は、まず、第１の吸着処理装置１１において吸着剤と接触し
、被処理水中の対象物質が吸着剤に吸着される。吸着処理された被処理水は、第１の吸着
処理装置１１から溢れ、第１の吸着処理装置１１と第２の吸着処理装置１２との高低差に
よって第２の吸着処理装置１２に供給され、第２の吸着処理装置１２において吸着剤と接
触し、被処理水中の対象物質が吸着剤に吸着される。
【００２６】
第２の吸着処理装置１２において吸着処理された被処理水は、第２の吸着処理装置１２か
ら溢れ、第２の吸着処理装置１２と接触酸化装置１３との高低差によって接触酸化装置１
３に供給され、接触酸化装置１３において生物学的に処理される。具体的には、好気性微
生物（汚泥）が付着した接触材２８にブロアポンプ２９からの空気を散気管３０から散気
して、空気の存在下、好気性微生物によって対象物質を酸化、分解する。接触酸化装置１
３において酸化処理された被処理水は、加圧浮上分離装置１４に供給され、汚泥および処
理水に分離される。
【００２７】
吸着剤としては、対象物質が、アンモニア性窒素等の窒素化合物、色素、臭気物質などの
場合は、合成ゼオライト、天然ゼオライト、人工ゼオライト等を用いることができる。ま
た、対象物質が、リン化合物の場合は、無機凝集剤、酸化チタン、流用活性アルミナ、ケ
イ酸チタニウム等を用いることができる。
吸着剤は、粒径が小さいほど表面積が増加するので、平均粒径が０．０１～５０μｍのも
のが好ましい。後述の膜分離装置を用いて固液分離を行う場合は、膜の孔径の範囲（膜の
透過流速と菌などの阻止性との兼ね合い）から、０．２～１０μｍの範囲が好ましく、一
般的な沈降により固液分離を行う場合は、沈降性、攪拌による旋回性の点から、１～２０
μｍの範囲が好ましい。
【００２８】
吸着剤の投入量（投入速度）は、吸着剤の吸着能、吸着処理後の被処理水に含まれる対象
物質の目標濃度、水処理システムで得られる処理水に含まれる対象物質の目標濃度、生物
処理手段の処理能力等によって適宜決定される。
本発明においては、特に生物処理手段の処理能力に応じて吸着剤の投入量（投入速度）を
調整することに特徴がある。具体的には、制御装置２１において、温度センサ２０からの
温度情報と、被処理水の各水温における接触酸化装置１３の処理能力の測定結果に基づく
水温－処理能力関係式とから、接触酸化装置１３の処理能力を見積り、そして、制御装置
２１によって、吸着剤投入装置１５からの吸着剤の投入量（投入速度）、吸着剤移送装置
１７による吸着剤の移送量（移送速度）、吸着剤回収装置１８による吸着剤の回収量（回
収速度）等を決定し、調整する。
【００２９】
例えば、被処理水の水温が２０℃の場合に吸着処理および生物処理による対象物質の目標
除去率（目標水質）を達成するための吸着剤の投入量（投入速度）を、運転開始時に初期
投入量として設定しておく。連続運転中に水温が２０℃より下がった場合、生物活性の低
下に伴う接触酸化装置１３の処理能力の低下の度合いに合わせて、吸着剤の投入量（投入
速度）を増やし、被処理水の時間あたりの吸着処理量（調整槽１０からの被処理水の供給
速度）に対する吸着剤の量を増やす。一方、水温が２０℃より上がった場合、生物活性の
上昇に伴う接触酸化装置１３の処理能力の増加の度合いに合わせて、吸着剤の投入量（投
入速度）を減らし、被処理水の時間あたりの吸着処理量（調整槽１０からの被処理水の供
給速度）に対する吸着剤の量を減らす。なお、吸着剤投入装置１５からの吸着剤の投入量
（投入速度）の変化に合わせて、吸着剤移送装置１７による吸着剤の移送量（移送速度）
および吸着剤回収装置１８による吸着剤の回収量（回収速度）を調整する必要があること
は無論である。
【００３０】
吸着剤を凝集させるための凝集剤としては、無機凝集剤、有機高分子凝集剤、凝集助剤を
用いることができる。中でも、使用済みのゼオライトを土壌に還元することが可能であり
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、廃棄物が発生しないことから、鉄系の無機凝集剤が好適である。
凝集剤の投入量（投入速度）は、無機凝集剤の場合、吸着剤であるゼオライトの沈降性、
被処理水中のリン濃度、水処理システムで得られる処理水に含まれるリンの目標濃度等の
条件によって、適宜決定すればよい。
有機高分子凝集剤は、無機凝集剤と併用することが好ましく、その投入量は無機凝集剤の
場合と同様に適宜決定すればよい。
【００３１】
第１の吸着処理装置１１および第２の吸着処理装置１２における、被処理水の滞留時間は
、被処理水中の対象物質の濃度、吸着剤の種類、量などの条件に応じて適宜決定すればよ
い。この滞留時間は、被処理水供給装置２２による第１の吸着処理装置１１への被処理水
の供給速度を調整することにより、調節することができる。
また、接触酸化装置１３における被処理水の滞留時間は、被処理水中の対象物質の濃度、
接触酸化槽２７の容積などの条件に応じて適宜決定すればよい。
【００３２】
以上説明した水処理システムにあっては、被処理水中の対象物質を吸着剤に吸着させる吸
着処理装置と、吸着処理された被処理水を生物学的に処理する接触酸化装置１３とを併用
しているので、吸着処理装置における吸着剤の使用量を吸着処理装置単独の場合に比べて
低減することができる。
また、吸着処理装置と接触酸化装置１３とを併用し、かつ吸着処理装置内の被処理水に投
入する吸着剤の量を接触酸化装置１３の生物処理の能力に応じて調整する制御装置２１を
設けているので、水温低下による生物処理の能力の低下を吸着処理装置で補うことができ
る。また、水温上昇によって生物処理の能力が向上した場合は、吸着処理装置における吸
着剤の量を減らすことができる。
また、接触酸化装置１３を用いているので、吸着処理装置単独の場合では除去できなかっ
た有機性物質も除去することができる。
このような水処理システムにあっては、良質な処理水を年間を通して安定的に低コストで
得ることができる。
【００３３】
また、第１の吸着処理装置１１および第２の吸着処理装置１２を具備し、第２の吸着処理
装置１２で使用した吸着剤を第１の吸着処理装置１１に移送する吸着剤移送装置１７を具
備しているので、以下の理由から、吸着剤の効率的な使用が可能である。すなわち、吸着
剤であるゼオライトは、アンモニウムイオンの濃度が低い方が、吸着剤単位質量あたりの
アンモニウムイオンの吸着量が多くなる傾向がある。よって、アンモニウムイオン濃度が
比較的低い第２の吸着処理装置１２においてフレッシュな吸着剤を用いた方がアンモニウ
ムイオンの吸着効率がよい。第２の吸着処理装置１２において使用された吸着剤の吸着能
は、飽和に達していないので、これを第１の吸着処理装置１１にて再利用することが可能
であり、吸着剤をより効率的に使用できる。
【００３４】
また、以上説明した水処理方法にあっては、被処理水中の対象物質を吸着剤に吸着させる
吸着処理工程と、吸着処理された被処理水を生物学的に処理する生物処理工程とを併用し
ているので、吸着処理工程における吸着剤の使用量を吸着処理工程単独の場合に比べて低
減することができる。
また、吸着処理工程と生物処理工程とを併用し、かつ吸着処理工程において被処理水に投
入する吸着剤の量を、生物処理工程の生物処理の能力に応じて調整しているので、水温低
下による生物処理の能力の低下を吸着処理工程で補うことができる。また、水温上昇によ
って生物処理の能力が向上した場合は、吸着処理工程における吸着剤の量を減らすことが
できる。
また、生物処理工程を有しているので、吸着処理工程単独の場合では除去できなかった有
機性物質も除去することができる。
このような水処理方法にあっては、良質な処理水を年間を通して安定的に低コストで得る
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ことができる。
【００３５】
（形態例２）
なお、本発明における生物処理手段は、上述の接触酸化法による装置（接触酸化装置１３
）に限定はされず、標準活性汚泥法、膜分離式活性汚泥法、オキシデーションディチ法（
ＯＤ法）などの硝化脱窒法による装置を用いることができる。以下、膜分離式活性汚泥法
の装置を用いた例について説明する。
【００３６】
図２は、本発明の水処理システムの他の形態例を示す概略構成図であり、この水処理シス
テムは、図１の水処理システムにおける接触酸化装置１３および加圧浮上分離装置１４の
代わりに、浸漬型膜分離装置４０を設けたものである。
浸漬型膜分離装置４０は、被処理水の生物処理および固液分離を行うものであり、膜分離
槽４１と、この中に配置された中空糸膜モジュール４２と、これに接続された吸引ポンプ
４３と、膜分離槽４１に空気を供給するブロアポンプ４４と、中空糸膜モジュール４２の
下方に配置され、ブロアポンプ４４からの空気を膜分離槽４１内に散気する散気管４５と
を備えたものである。
中空糸膜モジュール４２は、略平行にシート状に配列された複数本の中空糸膜４６と、こ
の両端部をその開口を維持したまま支持する２本の集水管４７とを備え、集水管４７の端
部が吸引ポンプ４３に接続されたものである。
【００３７】
次に、図示例の水処理システムを用いた水処理方法について説明する。
吸着処理工程は、形態例１の水処理システムを用いた場合と同じなので、説明を省略する
。
第２の吸着処理装置１２において吸着処理された被処理水は、第２の吸着処理装置１２か
ら溢れ、第２の吸着処理装置１２と浸漬型膜分離装置４０との高低差によって浸漬型膜分
離装置４０に供給され、浸漬型膜分離装置４０において生物学的に処理され、固液分離さ
れる。具体的には、好気性微生物（汚泥）を含む被処理水にブロアポンプ４４からの空気
を散気管４５から散気して、空気の存在下、好気性微生物によって対象物質を酸化、分解
する。これと同時に、吸引ポンプ４３を作動させることにより、浸漬型膜分離装置４０の
被処理水が中空糸膜４６を介して吸引され、その膜面で微生物や吸着剤等の固形物が捕ら
えられ、吸引ポンプ４３側から処理水が得られる。
【００３８】
（その他の形態）
本発明の水処理システムは、図示例のものに限定はされず、吸着処理手段と、生物処理手
段と、吸着剤投入手段と、生物処理手段における生物処理の能力を検知する能力検知手段
と、能力検知手段で検知された生物処理の能力に応じて吸着剤の投入量を調整する投入量
調整手段とを具備するものであればよい。
例えば、吸着処理手段は、図示例のように２段のものに限定はされず、１段のものであっ
ても、３段以上のものであっても構わない。吸着処理手段は、被処理水の種類、水処理シ
ステムで得られる処理水に含まれる対象物質の目標濃度等に応じてその段数を適宜設計す
ればよい。
【００３９】
また、能力検知手段は、図示例のような温度センサ２０に限定はされず、能力検知手段と
して、生物処理手段における処理水のＣＯＤ（化学的酸素要求量）やアンモニア性窒素濃
度を測定するセンサ等を用いても構わない。容易に生物処理手段における生物処理の能力
を検知することができることから、能力検知手段としては、温度センサが好適である。
また、第１の吸着処理装置１１から第２の吸着処理装置１２への被処理水の送液、および
第２の吸着処理装置１２から接触酸化装置１３または浸漬型膜分離装置４０への被処理水
の送液は、図示例では、各装置の高低差を利用した重力式で送液しているが、各装置間に
送液ポンプを設けて、これで被処理水を送液しても構わない。
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【００４０】
また、浸漬型膜分離装置４０においては、吸引ポンプ４３によって被処理水を中空糸膜４
６を介して吸引し、処理水と固形分とを分離しているが、吸引ポンプ４３の代わりに、浸
漬型膜分離装置４０よりも下方に貯水槽を設け、重力やサイフォン効果を利用して被処理
水を中空糸膜４６を介して吸引し、この貯水槽に処理水を送液するようにしてもよい。吸
引ポンプ４３を使用しないことによって、より低コストで処理水を得ることができる。
【００４１】
また、膜分離装置を用いる場合、これに用いる分離膜としては、中空糸膜以外に、平膜、
管状膜、セラミック膜、金属膜等の各種分離膜を用いることができる。分離膜の材質も、
固液分離が可能なものであればよく、高分子、金属、セラミックなどから選ぶことができ
る。
分離膜の平均孔径は、分離膜の二次側への吸着剤の流入を防ぐために、吸着剤の平均粒径
よりも小さいことが好ましく、具体的には、０．０１～５μｍが好ましく、０．１～１．
０μｍがより好ましい。また、中空糸膜の平均孔径を０．２μｍ以下とすると、被処理水
中の微生物類をほぼ完全に膜面で捕らえることができる。
【００４２】
また、本発明の水処理方法においては、吸着処理工程の被処理水に投入する吸着剤の量を
、制御装置２１で自動調整する代わりに、作業者によって調整してもよい。
例えば、生物処理工程における被処理水の水温が１５℃以下となった場合、生物活性の低
下に伴う生物処理の能力の低下が顕著となるので、吸着処理工程の被処理水に投入する吸
着剤の投入量を、２０℃における投入量に対して増やす。この時の投入量は、２０℃にお
ける投入量に対して５質量％以上１００質量％以下増やすことが好ましい。投入量の増加
割合が５質量％未満では、生物処理工程における生物処理の能力の低下を補うことができ
ず、投入量の増加割合が１００質量％を超えると、吸着剤のコストが増加するだけではな
く、被処理水の粘度が高くなり、送液ポンプ等への負荷が増加し、メンテナンスのコスト
も増加する。
【００４３】
一方、生物処理工程における被処理水の水温が２５℃以上となった場合、生物活性の上昇
に伴って生物処理の能力が上がるので、吸着処理工程の被処理水に投入する吸着剤の投入
量を、２０℃における投入量に対して減らすことができる。この時の投入量は、２０℃に
おける投入量に対して５質量％以上減らすことが好ましい。投入量の削減割合が５質量％
未満では、生物活性の上昇のメリットを吸収剤のコスト削減という形で十分に享受できな
い。
【００４４】
【実施例】
以下、具体的な実施例について説明する。
［実施例１］
図２に示す水処理システムを用いて、アンモニウムイオンを含む被処理水を処理した。第
１の吸着処理槽２３および第２の吸着処理槽２５としては、容積が３Ｌのものを用い、膜
分離槽４１としては、容積が６Ｌのものを用いた。
吸着剤としては、アンモニウムイオンを吸着する作用を持つゼオライト（平均粒径４．０
μｍ）を用い、吸着剤を凝集させる凝集剤としては、ＰＦＣ（ポリ塩化鉄）を用いた。
【００４５】
水処理システムの運転条件は以下の通りである。
（１）被処理水中のアンモニウムイオン濃度：１００ｍｇ／Ｌ
（２）被処理水中のリン濃度：１０ｍｇ／Ｌ
（３）被処理水中の細菌：１．２×１０6 ＣＦＵ／ｍＬ
（４）被処理水の濁度：３
（５）被処理水の水温：２０℃
（６）被処理水の第１の吸着処理装置１１への供給速度：２Ｌ／ｈｒ
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（７）第１の吸着処理装置１１および第２の吸着処理装置１２における被処理水の滞留時
間：各１．５時間
（８）第１の吸着処理装置１１および第２の吸着処理装置１２におけるゼオライト濃度：
各３０００ｍｇ／Ｌ
（９）吸着剤移送装置１７によるゼオライト移送速度：１８ｇ／ｈｒ
（１０）第１の吸着処理装置１１からの使用済みゼオライト回収速度：１８ｇ／ｈｒ
（１１）第２の吸着処理装置１２へのフレッシュなゼオライトの投入速度：１８ｇ／ｈｒ
（１２）第２の吸着処理装置１２へのＰＦＣ（ポリ塩化鉄）の投入は、被処理水中のＰＦ
Ｃ濃度が１０ｐｐｍとなるように連続的に行った。
（１３）浸漬型膜分離装置４０における被処理水の滞留時間：３時間
（１４）中空糸膜の分画特性：０．１μｍ
【００４６】
以上の条件で、水処理システムを定常運転し、処理水を得た。処理水のアンモニウム濃度
は８．５ｍｇ／Ｌ、リン濃度は０．８ｍｇ／Ｌであった。また、処理水から細菌は全く検
出されなかった。また、処理水の濁度は１であった。このように、図２に示す水処理シス
テムによって、良質な処理水を得ることができた。
【００４７】
［実施例２］
被処理水の水温を３０℃に変更して実施例１と同様に被処理水を処理した。ゼオライトの
投入速度、ゼオライト移送速度およびゼオライト回収速度を、被処理水の水温が２０℃の
時よりも１０％減らした。
（５）被処理水の水温：３０℃
（８）第１の吸着処理装置１１および第２の吸着処理装置１２におけるゼオライト濃度：
各２７００ｍｇ／Ｌ
（９）吸着剤移送装置１７によるゼオライト移送速度：１６．２ｇ／ｈｒ
（１０）第１の吸着処理装置１１からの使用済みゼオライト回収速度：１６．２ｇ／ｈｒ
（１１）第２の吸着処理装置１２へのフレッシュなゼオライトの投入速度：１６．２ｇ／
ｈｒ
【００４８】
以上の条件で、水処理システムを定常運転し、処理水を得た。処理水のアンモニウム濃度
は９．２ｍｇ／Ｌ、リン濃度は０．６ｍｇ／Ｌであった。また、処理水から細菌は全く検
出されなかった。また、処理水の濁度は１であった。このように、被処理水の水温が２０
℃の時とほぼ変わらない水質の処理水を得ることができた。
【００４９】
［実施例３］
被処理水の水温を１３℃に変更して実施例１と同様に被処理水を処理した。ゼオライトの
投入速度、ゼオライト移送速度およびゼオライト回収速度を、被処理水の水温が２０℃の
時よりも２０％増やした。
（５）被処理水の水温：１３℃
（８）第１の吸着処理装置１１および第２の吸着処理装置１２におけるゼオライト濃度：
各３６００ｍｇ／Ｌ
（９）吸着剤移送装置１７によるゼオライト移送速度：２１．６ｇ／ｈｒ
（１０）第１の吸着処理装置１１からの使用済みゼオライト回収速度：２１．６ｇ／ｈｒ
（１１）第２の吸着処理装置１２へのフレッシュなゼオライトの投入速度：２１．６ｇ／
ｈｒ
【００５０】
以上の条件で、水処理システムを定常運転し、処理水を得た。処理水のアンモニウム濃度
は８．５ｍｇ／Ｌ、リン濃度は０．８ｍｇ／Ｌであった。また、処理水から細菌は全く検
出されなかった。また、処理水の濁度は１であった。このように、被処理水の水温が２０
℃の時とほぼ変わらない水質の処理水を得ることができた。
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【００５１】
［実施例４］
水処理システムを図１に示すものに変更した以外は、実施例２と同様に被処理水を処理し
た。接触酸化槽２７としては、容積が６Ｌのものを用いた。ゼオライトの投入速度、ゼオ
ライト移送速度およびゼオライト回収速度を、被処理水の水温が２０℃の時よりも１５％
減らした。
（５）被処理水の水温：３０℃
（８）第１の吸着処理装置１１および第２の吸着処理装置１２におけるゼオライト濃度：
各２５５０ｍｇ／Ｌ
（９）吸着剤移送装置１７によるゼオライト移送速度：１５．３ｇ／ｈｒ
（１０）第１の吸着処理装置１１からの使用済みゼオライト回収速度：１５．３ｇ／ｈｒ
（１１）第２の吸着処理装置１２へのフレッシュなゼオライトの投入速度：１５．３ｇ／
ｈｒ
以上の条件で、水処理システムを定常運転し、処理水を得た。処理水のアンモニウム濃度
は１０．５ｍｇ／Ｌ、リン濃度は０．８ｍｇ／Ｌであった。
【００５２】
［実施例５］
水処理システムを図１に示すものに変更した以外は、実施例３と同様に被処理水を処理し
た。ゼオライトの投入速度、ゼオライト移送速度およびゼオライト回収速度を、被処理水
の水温が２０℃の時よりも２０％増やした。
（５）被処理水の水温：１３℃
（８）第１の吸着処理装置１１および第２の吸着処理装置１２におけるゼオライト濃度：
各３６００ｍｇ／Ｌ
（９）吸着剤移送装置１７によるゼオライト移送速度：２１．６ｇ／ｈｒ
（１０）第１の吸着処理装置１１からの使用済みゼオライト回収速度：２１．６ｇ／ｈｒ
（１１）第２の吸着処理装置１２へのフレッシュなゼオライトの投入速度：２１．６ｇ／
ｈｒ
以上の条件で、水処理システムを定常運転し、処理水を得た。処理水のアンモニウム濃度
は１０．０ｍｇ／Ｌ、リン濃度は０．９ｍｇ／Ｌであった。
【００５３】
［比較例１］
被処理水の水温を１３℃に変更して実施例１と同様に被処理水を処理した。ただし、ゼオ
ライトの投入速度、ゼオライト移送速度およびゼオライト回収速度を、被処理水の水温が
２０℃の時と同じにした。
以上の条件で、水処理システムを定常運転し、処理水を得た。処理水のアンモニウム濃度
は２８．５ｍｇ／Ｌ、リン濃度は３．８ｍｇ／Ｌであり、処理能力が低下した。
【００５４】
【発明の効果】
　以上説明したように、本発明の水処理システムは、被処理水中の対象物質を吸着剤に吸
着させる吸着処理手段と、該吸着処理手段で処理された被処理水を生物学的に処理する生
物処理手段と、該吸着処理手段の被処理水に吸着剤を投入する吸着剤投入手段と、該生物
処理手段における該被処理水の温度を測定し、該温度から該生物処理手段の能力を見積る
能力検知手段と、該能力検知手段で検知された生物処理の能力に応じて吸着剤の投入量を
調整する投入量調整手段とを具備するものであるので、水温によって処理能力が大きく変
動することなく、低コストで被処理水中の対象物質を除去できる。
【００５５】
　また、本発明の水処理システムが、前記吸着処理手段を２段以上具備し、さらに、後段
側の吸着処理手段で使用した吸着剤を前段側の吸着処理手段に移送する吸着剤移送手段を
具備するものであれば、吸着剤の効率的な使用が可能となる。
　また、前記能力検知手段が、温度センサからの温度情報と、被処理水の各水温における
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水温－処理能力関係式とから、前記生物処理手段の能力を見積る手段であれば、容易に生
物処理手段における生物処理の能力を検知することができる。
【００５６】
　また、本発明の水処理方法は、被処理水中の対象物質を吸着剤に吸着させた後に、該被
処理水を生物処理する際に、該被処理水に投入する該吸着剤の量を、該生物処理時におけ
る該被処理水の温度から見積られる該生物処理時における生物処理の能力に応じて調整す
る方法であるので、水温によって処理能力が大きく変動することなく、低コストで被処理
水中の対象物質を除去できる。
【００５７】
　また、本発明の水処理方法が、前記吸着を２工程以上で行ない、後工程側の吸着で使用
した吸着剤を前工程側の吸着で再使用する方法であれば、吸着剤の効率的な使用が可能と
なる。
　また、前記生物処理の能力を、生物処理時における被処理水の温度から見積るようにす
れば、容易に生物処理工程における生物処理の能力を検知することができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明の水処理システムの一例を示す概略構成図である。
【図２】　本発明の水処理システムの他の例を示す概略構成図である。
【符号の説明】
１１　第１の吸着処理装置（吸着処理手段）
１２　第２の吸着処理装置（吸着処理手段）
１３　接触酸化装置（生物処理手段）
１５　吸着剤投入装置（吸着剤投入手段）
１７　吸着剤移送装置（吸着剤移送手段）
２０　温度センサ（能力検知手段）
２１　制御装置（投入量調整手段）
４０　浸漬型膜分離装置（生物処理手段）
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